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中小企業のＳＤＧｓ経営を支える「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」③ 
－ＪＩＣＡ「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」の活用で飛躍を図る中小企業－ 

 

視 点 

2023 年度から、ＳＤＧｓを経営戦略に取り込み、事業機会に活かしたい中小企業にとっ

て有効なサポート策の一つである、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の「中小企業・

ＳＤＧｓビジネス支援事業」を活用し、さらなる飛躍を図る中小企業の取組み事例を紹介

してきた。 

本稿では、当該支援事業の概要を改めて紹介するとともに、本事業を活用してさらなる

飛躍を図る中小企業３社（（株）イーシーセンター（静岡県富士市）、（株）菅原工業（宮

城県気仙沼市）、大浦工測（株）（東京都北区））の事例を紹介する。 
 

要 旨 

 「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」は、開発途上国における社会課題の解決ニー

ズと、わが国の民間企業の製品・技術とのマッチングを支援するもので、海外拠点や専

門家・ＪＩＣＡ海外協力隊等が持つ生の現場情報を得られるというＪＩＣＡの強みを

活かしたメニューである。コンセプトは「開発途上国の社会課題解決に貢献する民間

企業を支援し、それをビジネスとして成功させる」ことである。本事業の制度は、2024

年度から「ニーズ確認調査」と「ビジネス化実証事業」の２本柱となっている。併せて、

ＪＩＣＡ支援事業を運営する民間連携事業部からの声も紹介する。 

 （株）イーシーセンターは、解体に伴い排出された建設廃棄物等のリサイクルで高い

環境配慮型技術を有する。2023 年９月から 24 年４月まで、ベトナムにおいて、再生土

木資材製造事業にかかるニーズ確認調査に取り組んだ。 

 （株）菅原工業は、リサイクルアスファルトを活用した循環型舗装技術で高い環境配

慮型技術を有する。2017 年４月から 2018 年６月まで、インドネシアにおいて、アスフ

ァルト廃棄物を活用した循環型舗装技術の導入に関する案件化調査に取り組んだ。

2022 年には、普及・実証・ビジネス化事業に採択され、2025 年度中に開始予定である。 

 大浦工測（株）は、建築測量や３次元計測で独自性の高い技術を有する。2022 年 10 月

から 2023 年７月まで、ベトナムにおいて、都市・産業インフラメンテナンス３Ｄ計測

サービス基礎調査に取り組んだ。 

 当研究所では、今後も随時、ＪＩＣＡ支援事業を活用して飛躍を図るとともに、海外で

のＳＤＧｓの実践に貢献する中小企業の取組み事例を紹介していく予定である。 
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はじめに 

 産業企業情報 No.2023-11（2023 年４月４日発刊）を皮切りに、ＳＤＧｓを経営戦略に取

り込み、事業機会に活かしたい中小企業にとって有効なサポート策の一つである、独立行

政法人国際協力機構（以下、「ＪＩＣＡ」という。）が取り組む「中小企業・ＳＤＧｓビジ

ネス支援事業（以下、「ＪＩＣＡ支援事業」という。）」を活用し、さらなる飛躍を図る中

小企業の取組み事例を紹介してきた。 

 本稿では、ＪＩＣＡ支援事業の概要を改めて紹介するとともに、当該支援事業を活用し

てさらなる飛躍を図る中小企業３社（（株）イーシーセンター（静岡県富士市）、（株）菅

原工業（宮城県気仙沼市）、大浦工測（株）（東京都北区））の事例を紹介する。 

なお、各社におけるＪＩＣＡ支援事業の活用状況は図表１のとおりである。 

 

（図表１）本稿で紹介するＪＩＣＡ支援事業の活用（サマリー） 

 

（備考）ＪＩＣＡホームページをもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

 本稿が、社会課題解決を目的とした海外でのビジネス展開に挑戦しようと意気込む中小

企業経営者にとって、一助となれば幸いである。 

 

 
1 信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/reports/industry/20230404-
sdgssdgs1-jica.html）を参照 

株式会社イーシーセンター 株式会社菅原工業 大浦工測株式会社

スキーム ニーズ確認調査 案件化調査（中小企業支援型） 基礎調査

調査名
再生土木資材製造事業にかかる
ニーズ確認調査

アスファルト廃棄物を活用した循環
型舗装技術の導入に関する案件化
調査

都市・産業インフラメンテナンス3D
計測サービス基礎調査

対象国 ベトナム インドネシア ベトナム

調査期間 2023年９月～2024年４月 ー ー

契約期間 ー 2017年４月～2018年６月 2022年10月～2023年７月

分野 廃棄物管理 インフラ整備・運輸交通 インフラ整備・運輸交通

ＪＩＣＡコンサルタント
株式会社ドリームインキュベータ、日
本工営株式会社

有限責任監査法人トーマツ 株式会社きらぼしコンサルティング

関与した金融機関 静岡銀行 七十七銀行 きらぼし銀行
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１．ＪＩＣＡ「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」の紹介 

ＪＩＣＡの「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」は、開発途上国における社会課題

の解決ニーズと、わが国の民間企業の製品・技術とのマッチングを支援するものである。

海外拠点や専門家・ＪＩＣＡ海外協力隊等が持つ生の現場情報を得られるというＪＩＣＡ

の強みを活かしたメニューである。コンセプトは「開発途上国の社会課題解決に貢献する

民間企業を支援し、それをビジネスとして成功させること」である2。直近では、特に中堅・

中小企業における認知度をさらに高めるため、「ＪＩＣＡ Ｂｉｚ」の略称を使用している。

また、地域金融機関と本事業に係る「業務連携・協力に関する覚書」を締結し3、地域金融

機関連携案件4の推進にも努めている5。 

 
2 2025 年５月 28 日開催の「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業 2025 年度募集に向けた説明会」の資料では、事
業概要を紹介するスライドの中に「開発途上国の社会課題解決に“挑む”本邦企業等とＪＩＣＡ」という表題の頁（４頁
目）を追加している（https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/announce/n_files/20250528_001.pdf）。 
3 地域金融機関との覚書締結は 2016 年 7 月から開始し、2024 年 12 月時点で 61 行（うち信用金庫は 10 金庫）と
なっている。 
4 地域金融機関連携案件は、2020 年度第２回公示から新たに設け、審査で加点／経費追加するなど優先採択をす
る案件のことである。 
5 信金中央金庫は、2021 年３月４日に、ＪＩＣＡとの間で、中小企業の海外展開の促進、外国人材の適正な活用の促
進、これらを通じた開発途上国の課題解決のため、両機関の連携促進を目的とする覚書を締結している。 

（図表２）ＪＩＣＡ支援事業の概要 

 
 （出所）「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業 2025 年度募集に向けた説明会」（2025 年５月 28 日） 
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 2010 年度の事業開始以降 2024 年度までに 1,228 件を採択した6。なお、本事業を完了し

た企業の約７割が開発途上国でビジネス展開を継続しており、約３割はビジネス展開によ

り利益もしくは売上を実現しているという。 

 本事業の制度面では、利用企業からの意見等を踏まえた改編が行われてきており、2024

年度の事業からは、「ニーズ確認調査」と「ビジネス化実証事業」の２本柱となった（図

表２）。 

「ニーズ確認調査（上限 1,500 万円（上限 12 か月））」は、基礎情報の収集・分析をも

って完了としていた「基礎調査7」を衣替えしたものである。廃止した「普及・実証・ビジ

ネス化支援事業8」のメリットを受け継ぐため、ビジネスを通じた開発途上国の課題解決の

筋書き（ロジックモデル）作成に加え、事業計画の策定が求められる。 

一方、「ビジネス化実証事業（上限 4,000 万円（上限２年６か月））」は、ビジネスモ

デルの素案を策定して完了としていた「案件化調査9」を衣替えしたものであり、作成した

ロジックモデルをさらに具体化するほか、より精緻化された事業計画の策定やマーケティ

ング活動にまで踏み込むものである。 

2025 年度の事業の内容や応募にあたっての審査基準等には、前年度と比べて大きな変更

点はない。変更点を敢えて挙げるとすれば、応募・採択企業等からの声を踏まえ、調査経

費のうちカスタマイズ費（基本性能等を現地仕様に適応させるための費用（新規性能等の

追加は除く））の上限が新たに 500 万円（税別）となったことである。 

2025 年度に採択された事業は、遅くとも 2029 年５月までに完了する必要があることに

注意を要する。また、事業対象国がベトナムで、現地の公的機関等と協働して事業を進め

る場合、同国の政令 80 号10等に則った承認が必要である。この承認手続きには６か月～１

年ほどを要し、正味の調査・事業期間が短縮される恐れがあるため、期間を短縮しても完

了できるよう、事前にＪＩＣＡベトナム事務所に相談してほしい。 

なお、応募にかかる資格要件、審査基準、調査経費等の詳細については、「2025 年度 中

小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業 募集に向けた説明会」を参照願いたい11。 

 ＪＩＣＡは、本事業を利用した企業に、事業終了後も変わらず関与し続けていくことが

難しい中で「何か後押しをできないか」という想いから、2022 年度半ば頃より、「企業共

創プラットフォーム」の構築、運営を開始している12。当プラットフォームは、開発途上国

でのビジネスや開発インパクトの創出に向けた知見・ノウハウの共有、本事業を利用した

企業同士の交流イベント等のネットワーキング機会の提供、ビジネス化支援の提供等の交

流の「場」であり、誰でも参加ができる。特に、本事業に応募しようとしている企業なら

びに利用した企業にとって、有益な情報を得る「場」になることが期待されている。メー

 
6 ＪＩＣＡホームページ（https://www.jica.go.jp/information/press/2024/20241223_41.html）を参照 
7 2021 年度までは、利用企業における「現地で基礎的な情報を収集したい」、「ビジネスモデルを策定したい」、「ビジ
ネス活動計画を実証・策定したい」というステージに応じて、「基礎調査」、「案件化調査」、「普及・実証・ビジネス化事
業」をそれぞれ展開してきた。 
8 注７に同じ 
9 注７に同じ 
10 ＪＩＣＡホームページ（https://www.jica.go.jp/partner/ngo_support/japandesk/ku57pq00001xamy3-
att/jd_vietnam_02_03.pdf）を参照 
11 ＪＩＣＡホームページ（https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/information2/index.html#anchor_link1）
を参照 
12 ＪＩＣＡホームページ（https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/platform/index.html）を参照 
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ルマガジンや民間連携事業公式Ｆａｃｅｂｏｏｋからも、説明会やセミナー、事例紹介な

ど、さまざまな情報が発信されている。 

さらに、本事業を紹介したＪＩＣＡホームページでは、「対象国」、「スキーム」、「分

野」、「公示年度（西暦）」、「調査・事業名」、「提案法人名」、「代表法人所在地」と

いったさまざまな切り口から採択事業を検索でき、当該事業の概要や事業の結果を報告書

として閲覧することができる13。本事業に応募することを検討している中小企業にとって

は、企画案の作成において大いに参考となろう。地域・国・民族等によってビジネス環境

は異なり、ある場面での成功がそのまま別の場面での成功につながるわけではないことを

認識しておくことが求められることから、ＪＩＣＡホームページで公表されている「ビジ

ネス化に向けた最低限押さえなければいけない 12 のポイント14」も大いに参考になろう。 

なお、ＪＩＣＡ民間連携事業部計画・企業連携担当の天池麻由美次長は、「本事業のコ

ンセプトに賛同し、自社の本業を通じて開発途上国の社会課題解決に挑みたいとお考えの

中小企業には、ぜひ、本事業への応募に挑戦してほしい」という。また、「ＪＩＣＡの“強

み”は、開発途上国を中心に 90 超の拠点を構え、各拠点で現地の公的機関とのネットワー

クを持っていることである。中小企業が海外事業展開をするにあたって各省庁等による支

援制度の選択肢は広がっているが、本事業に採択された企業には、ぜひ、このＪＩＣＡの

“強み”を活用していただき、開発途上国の社会課題解決に向けた今後の継続的な事業展

開につなげていただきたい」との熱意ある言葉も賜っている。 

本章の最後に、ＪＩＣＡ支援事業を運営する民間連携事業部担当者からの声を紹介する。 

 

【インタビュー】独立行政法人国際協力機構 民間連携事業部 

① 計画・連携企画課 對馬圭吾様 

 大学で海洋環境系の学科を卒業後、オーストラリアの東海岸にある大学院で

２年間、国際水資源開発の分野を専攻した。大学院では、開発途上国の公的機関

から派遣された留学生等と交わって、共に勉学に励むだけではなく、“同じ釜の

飯を食う”、家族のような充実した学生生活を送った。外国人留学生の中で自分

だけに社会人経験がなかったことから、仲間の留学生からは「日本に帰国した

ら何をするつもりなのか」と問われることが多く、その中で、開発途上国の公的

機関とのパイプの強いＪＩＣＡの存在を知ることになった。これが大きなきっかけとなり、帰国後、ＪＩ

ＣＡの正職員採用に応募、採用された。なお、大学院時代の同期生とは、仕事を通じて再会することがあ

り、当時の“濃厚な経験”が現業で大いに活きている。 

ＪＩＣＡに採用された後、中米・ニカラグアに４年間、配属される等、開発途上国支援の現場での経験

を重ねてきた。オーストラリア等での海外生活から日本の技術や製品の海外展開にはもともと興味があっ

たが、開発途上国での生活を送っていく中で、「日本企業にとって開発途上国にもビジネスチャンスがあ

る」と確信するようになり、「ビジネス」に関心を抱くようになる。この好奇心から、ニカラグア赴任時

 
13 ＪＩＣＡホームページ（https://www2.jica.go.jp/ja/priv_sme_partner/index.php）を参照 
14 JICA ホームページ（https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/document/__icsFiles/afieldfile/ 
2025/04/09/sdgs_business_point_202503.pdf）を参照。併せて、本事業で得られた知見や教訓を紹介したコラム「開
発途上国でのビジネスを成功させるための秘訣とは？」や「ビジネス展開教訓集～セルフチェックシート～」等も参照
願いたい（https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/subject/index.html）。 
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に、オンラインで２年間、米国ＭＢＡコースで学び、ますます「ビジネス」への関心を高めることになり、

民間連携事業部への配属を強く希望するようになった。現在は、同部計画・連携企画課で、企業にＪＩＣ

Ａ支援事業のコンセプトを広くＰＲし、企業に興味・関心を強めてもらうために、日々の職務に励んでい

る。 

信用金庫を含む地域金融機関には、海外事業展開によって成長の見込める取引先企業があれば、ぜひ本

事業の活用を広くお声がけいただきたい。 

② 計画・連携企画課 上野純子様 

 民間企業に勤務していた 20 歳代の時、開発途上国現場で活躍する大学ＯＧ

の活動を目の当たりにして興味・関心を抱くようになったことがきっかけと

なり、開発途上国支援の世界に転身し、10 年ほど業務に携わった。その中で、

ＪＩＣＡで開発途上国に派遣される専門家の諸手続きに従事していた際、担

当した専門家にＪＥＴＲＯ（独立行政法人日本貿易振興機構）所属の方がい

らっしゃったご縁から中小企業支援に関心を持ち、その後ＪＥＴＲＯで通算

７年ほど勤務し、民間企業（主に食品分野）の海外展開支援および現地での

需要拡大に向けた海外消費者向けプロモーションを担当した。 

やりがいのある仕事であったもの、ＪＥＴＲＯは、貿易振興を主な目的とする活動主体のため、先進国

を中心とした日本の主要輸出国への支援がメインであったことから、より開発途上国にフォーカスして民

間企業の後押しをしたいという想いが強くなり、再び、ＪＩＣＡに転じ、３年ほど、民間連携事業部企業

連携課で案件担当者として、30 社ほどの民間企業と接点を持ってきた。この中で、「企業の持つニッチで

高度な技術・ノウハウは開発途上国の社会課題解決に活かせるものが多いのではないか」という想いを強

めるとともに、担当した企業が、実際にＪＩＣＡが持つ相手国政府とのパイプや情報を活用しながらビジ

ネス化の糸口を見出だしたこと等から、本制度の有用性を体感した。 

2025 年７月１日から配属された計画・連携企画課では、こうした熱い想いをベースに、ＪＩＣＡの“強

み”もＰＲしながら、より多くの企業に本制度を知って頂くことで、当該事業に採択された企業が提案す

るビジネスに成果が出るよう、その支援に邁進していきたい。 

 

２．ＪＩＣＡ「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」で更なる飛躍を図る中小企業 

（１）株式会社イーシーセンター（静岡県富士市） 

① 企業の概要 

1980 年１月に、現在の沼津ステーションの所在地（沼津市桃里）で、海野欽也会長

（現）が（株）イーシーセンターを創立した。その後、2010 年４月、海野会長は、取

引先ニーズを捉え、「産業廃棄物の収集運搬にとどまらず、解体に伴い排出された建設

廃棄物のリサイクルまでを一貫して担うべきではないか」という先見の明で、解体専業

の（株）フジウンノと合併するとともに、同時に海野幸男氏が代表取締役社長に就任し、

本社を現在の富士市に移転した（図表３）。 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

産業企業情報（2025. 9. 1） 

合併をきっかけに、海野社長は、先代が築いてきたものを“言語化”し、以下のとお

り、企業理念および社訓を掲げた。これらは、合併後の人事交流を通じて社風となり、

同業他社よりも先んじた先導的な経営につながるきっかけになっている。なお、ＥＣセ

ンターのＥは「Environment（環境）」、Ｃは「Clean（清潔）」を意味し、ロゴマーク

のデザイン（色合い）は、海野三兄弟の母親が考案したという。 

 

＜企業理念＞ 

私達の子どもたちに残したい未来があります。 

＜社訓＞ 

できないと言わずにやってみよう！ 

１、好奇心を育てよう 

２、「今」を頑張ろう 

３、失敗は成長の基、恐れないようにしよう 

４、感動を与えられる企業を目指そう 

５、感謝の気持ちを忘れないようにしよう 

６、５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・躾）を徹底しよう 

７、考え方と情熱で、未来の自分を変えてみよう 

 （備考）同社ホームページから引用 

同社のおおまかな事業内訳は、解体事業が７割、産業廃棄物収集運搬・処分事業が３

割である。建物解体工事、カッター工事、産業廃棄物・建設廃材の収集・運搬、産業廃

棄物中間処理・リサイクル、ＲＣ砕石製造販売、瓦チップ製造販売等、建物の解体から

産業廃棄物のリサイクルまで幅広い業務を一貫して手掛け、“ＭＯＴＴＡＩＮＡＩ（も

ったいない）”の心をもって、域内資源循環に大きく貢献している。 

本業以外でも、地域貢献の一環で、取引先を巻き込み、エコキャップ運動を実施してい

る。また、社員からの提案でドローン事業にも取り組み、解体工事現場の事前調査等で

（図表３）企業の概要 

 
（備考１）写真は、左から海野達哉代表取締役専務、海野幸男代表取締役社長、海野智也常務取締役 

（備考２）同社ホームページ等をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

産業企業情報（2025. 9. 1） 

の活用のほか、地元の富士市、沼津市

との間で災害時における無人航空に

関する協定を結んだり、子どもを対

象としたドローン操縦の職場体験を

行ったりする等、地元の将来を見据

えた活動にも意欲的である。そのほ

か、後継者不足で休耕田になりかけ

ていた地元の田畑を自社の農園とし

て有効活用して米の栽培を行ってい

る。また、木耳
きくらげ

の栽培も行い、純国産

の「富士山木耳15」（図表４）として、

地元の道の駅等で販売している。 

働きやすい環境づくりにも積極的に取り組んでいる。具体的には、多様な人材の活躍

推進を実現するべく「はぐくむＦＵＪＩオフィシャルサポーター認定制度16」の認定を

受けて女性社員の継続的就業環境を整備した。それ以外の取組みとしては、スポンサー

を務めるスポーツチームの選手の採用、ＮＰＯ法人チェンジ17（就労継続支援Ａ型事業

所）を設置して障がい者雇用を促進、小中学生の社会科見学の受入れ、高校生のインタ

ーンシップの受入れ、職業講話、チームワークを高めるための社内行事の開催、福利厚

生の充実等が挙げられる18。社員の資格取得支援にも積極的で、１級建築施工管理技士

や１級土木施工管理技士等の資格取得者は多い。また、技能実習生やエンジニアとして

４名の高度外国人材を受け入れる等、外国人採用にも積極的で、まさにダイバーシティ

経営を推進している。無災害プラント工場を目指し、安全対策にも余念がない。 

こうしたＳＤＧｓ経営の実践を基に、2021 年９月には、ポジティブ・インパクト・

ファイナンス19（ＰＩＦ）での資金調達を行った20。同社では、ＰＩＦ報告書の公表等

を通じて、自社の“強み”をわかりやすく“言語化”してもらえたという意識を強く持

っている。また、公正な事業をやってきたという自信につながるとともに、自社の魅力

を改めて再発見し“気づき”を得られるきっかけになったとも捉えている。なお、ＰＩ

Ｆ報告書は、ＪＩＣＡ支援事業への応募にかかる申請書にも応用できたという。 

地元・富士市は、国からＳＤＧｓ未来都市に選定されており、2020 年にＳＤＧｓ未来

都市計画を策定している。同社は、当計画に沿った率先した数々の取組みを通じて、フ

ロントランナーとして地元を牽引している。 

 

 
15 https://fujisankikurage.com/を参照。富士ブランド認定品（https://fujibrand.jp/）となっている。 
16 富士市ホームページ（https://www.city.fuji.shizuoka.jp/1023050000/p001525.html）を参照 
17 https://npochange.com/を参照。20 数年前の早い時期から、「障がい者を即戦力として雇いたい」という強い想い
から、障がい者雇用に積極的に取り組んでいたものの、「どう接したらよいか分からない」等の社員からの声を受け
てＮＰＯ法人を立ち上げた。現在、６名を雇用し、９年以上勤めている社員もいる。なお、当初の設立時の課題が解
消されたたため、2025 年７月に解散し、本社採用に切り替えている。 
18 同社のニュースや社長ブログでも随時、取組みが情報発信されている（https://ec-center.co.jp/）。 
19 ＰＩＦについては、別途、当研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/reports/industry/20241007-pif.html）で紹介
しているので、参照願いたい。 
20 同社ホームページ（https://ec-center.co.jp/about/sdgs.html）を参照 

（図表４）富士山木耳 

 
（備考）同社提供 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

産業企業情報（2025. 9. 1） 

② ＪＩＣＡ支援事業を活用した海外事業展開への挑戦 

  （イ）建設廃棄物を再利用して再生砕石等を製造する高度な環境配慮型技術 

沼津ステーション（図表５）では、砕石製造ラインでの処理工程を通じて、コン

クリートガラ等の大きながれき類や廃瓦から、砕石、Ｋ－グランド21、ＥＣチップ・

ＥＣサンド22、かわらかべ23等の再生材を製造している。また、選別が困難な細かな

がれき類は富士第４ステーション（図表６）に持ち込まれ、磁力で金属を分別する

磁選機や振動ふるい等の選別機と社員による手選別により、精度の高い選別を実現

している。なお、Ｋ‐グランドとＥＣチップ・ＥＣサンドは、「静岡県リサイクル認

 
21 廃瓦を利用したリサイクル舗装材。リサイクル材を用いずに製造された舗装材と比較すると、ＣＯ２削減効果が高
いことが認められている。また、保水性が高いため、都市部におけるヒートアイランド現象を抑制する効果もある。透
水性や防滑性も高く、足への負担も軽減できる付加価値の高い製品である。 
22 廃瓦を細かく砕いたチップ・砂で、庭等に敷き詰めた際に除草効果がある。 
23 廃瓦を壁材にしたもので、湿度が調整でき、高い断熱性やＣＯ２削減効果等がある。 

（図表５）沼津ステーション 

 
（図表６）富士第４ステーション 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

産業企業情報（2025. 9. 1） 

定製品24」になっており、三島スカイウォーク

等で利用される等、高い実績を誇る。 

富士ステーションおよび富士第２ステーシ

ョン（図表７、８）では、マテリアルリサイク

ル25に適しない廃プラスチック類や木くず等

からＲＰＦ（固形燃料）26（図表９）や木材チ

ップ等を再生材として製造し、地元の製紙工

場等に販売している。 

富士第３ステーションには、高い精度で紙

部と石膏部に分離する専用ラインを設け、廃

石膏ボードを石膏ボードや再生紙等の原料に

再生している。 

サーマルリサイクル27による廃棄物の有効活用をさらに進めるため、2021 年８月

に、乾溜ガス化炉発電施設（図表 10）を完成させた。同施設は、廃棄物を乾溜（空

気を断った炉で蒸し焼き）して、発生する可燃性ガスを利用したバイナリー発電施

設であり、廃棄物削減やＣＯ２排出量削減に大きく貢献している。なお、排ガスは、

活性炭や生石灰を使った大気汚染対策を施し、バグフィルターで煤塵をキャッチし

てクリーンにした上で大気中に放出している。 

2025 年３月には、富士信用金庫（静岡県）からの資金支援を受け、第５ステーシ

ョン（図表 11）を新設した。同ステーションでは、廃プラスチック類、グラスウー

ル、鉄粉、集塵ダスト等の混合廃棄物からエコマイト（製鋼副資材）を製造してい

る。将来、サーマルリサイクルからケミカルリサイクル28への転換を図る第一歩の挑

戦である。 

 

 
24 静岡県ホームページ（https://www.pref.shizuoka.jp/kurashikankyo/recycle/recycle/1002627/1017780.html）を参
照 
25 廃棄物を新たな製品の原料として再利用するリサイクル方法 
26 産業廃棄物のうち、マテリアルリサイクルが困難なプラスチックや古紙、廃木材等を原材料とする固形燃料であ
る。石炭やコークスの代替燃料として製紙・鉄鋼業界などで利用され、化石燃料と比較してＣＯ２削減効果がある。 
27 廃棄物を焼却発生する熱エネルギーを回収して利用するリサイクル方法 
28 廃棄物を化学合成により他の物質に変え、その物質を原材料として新たな製品を作るリサイクル方法 

（図表７）富士ステーション            （図表８）富士第２ステーション 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

（図表９）ＲＰＦ（固形燃料） 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究

所撮影 
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  （ロ） ＪＩＣＡ支援事業を活用したベトナムでの事業展開への挑戦 

石川県にある取引先（廃瓦リサイクル業）から、環境省の「我が国循環産業の海

外展開事業化促進業務29」に一緒に参画してみないかとの声がかかり、2022 年４月

に、ベトナムを短期間、視察訪問したことで、ベトナムでの建設資材等のリサイク

ルへのニーズの高さを実感するとともに、受け入れているベトナム技能実習生の帰

国後の受け皿となる拠点を設けたいという想いを強く抱くに至った。 

この視察をきっかけにＪＩＣＡの存在を初めて知ることになり、2022年６月頃から、

次年度のＪＩＣＡ支援事業への応募に向け、ＪＩＣＡから直接アドバイス等を受け

ながら自前で申請書を作成、応募し、2023 年９月から 24 年４月までを調査期間と

するニーズ確認調査に採択された。 

 
29 （公財）廃棄物・３Ｒ研究財団ホームページ（https://www.jwrf.or.jp/individual/prj_000431.html）を参照 

（図表 10）バイナリー発電施設（乾溜ガス化炉発電施設） 

 
 

（図表 11）富士第５ステーション 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 
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産業企業情報（2025. 9. 1） 

ニーズ確認調査では、ベトナム・ホーチミン市において、沼津ステーションでの

事業を念頭に、廃コンクリート、廃レンガ等を破砕・選別し、粒度を整えて再生砕

石・建材として販売する事業の展開（図表 12）に向けて、フィージビリティ調査に

取り組んだ（図表 13）。本調査を通じて、がれきの適正処理や建設廃棄物のリサイ

クル等に関する法規制を踏まえた対応の重要性等のほか、再生砕石への認知度アッ

（図表 12）事業化のイメージ 

 
（図表 13）ニーズ確認調査の現場風景 

 
（備考）同社提供 
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産業企業情報（2025. 9. 1） 

プ等が課題として浮き彫りとなった。また、高品質な再生砕石の製造のためにイン

プットする原料の品質を高めるには、現地でのビジネスパートナーの確保が大切で

あることを改めて強く認識することもできた。 

中小企業が海外進出を図る場合、ビジネスパートナーとの出逢いをはじめ「スタ

ート地点に立てるかどうか」が大きなハードルとなる。海野常務取締役は、ＪＩＣ

Ａの“後ろ盾”があったことで相手国・相手先に同社の“本気度”や“真実度”等を

伝えることができ、ＪＩＣＡ支援事業は、このハードルを押し下げる大きな力にな

ったという。また、ＪＩＣＡベトナム事務所からのアドバイスを適宜、受けること

ができ、ＪＩＣＡ中部（愛知県名古屋市）の所長が出張に同行する等の手厚いサポ

ートも受けられた。こうして、ベトナム政府関係者とのミーティングの機会を得ら

れる等、大きな成果が得られた。このほか、日本式経営の研修・指導を通じてベト

ナム人のビジネス人材の育成で実績を持つＶＪＣＣ30（ベトナム日本人材開発インス

ティチュート、ハノイ）との連携が可能になる等、ＪＩＣＡの“後ろ盾”により、芋

づる式に人脈が広がったことも成果として大きいという。 

今後、ニーズ確認調査で明らかとなった課題やリスク等を同社として精査し、ビ

ジネス化支援事業をはじめ国による各種支援制度を活用しながら事業化に向けて前

進していきたいと意気込む。 

（２）株式会社菅原工業（宮城県気仙沼市） 

① 企業の概要 

 同社は、1965 年 10 月

に創業し、宮城県気仙沼

市を中心に土木工事業を

主業とする（図表 14）。

揺るぎないコーポレート

スローガンとして掲げる

「このまちを、つくる」

の下、10 年ごとに設定し

たマイルストーンに見合

う中期経営計画を３年ご

とに策定している。また、

計画の達成に向けて収益

率をさらに高めるため、受注した全事業について独自のエクセルシートで進捗管理を

徹底して“原価の見える化”に取り組む等、将来の事業収支を見通しながら着実に歩み

を進めている。 

菅原社長は、2020 年に代表取締役に就任した。2025 年７月末現在、同社独自の“強

み”を再発見するために検証を進めている。この検証を踏まえ、同業他社との違いを際

立たせてビジネスにつながるような見せ方に変えるため、ホームページの更新に取り

 
30 https://www.vjcchcmc.org.vn/ja/を参照 

（図表 14）企業の概要 

 
（備考１）写真は、代表取締役 菅原渉様 

（備考２）同社ホームページ等をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研

究所作成 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

産業企業情報（2025. 9. 1） 

組むとともに31、次期中期経営計画を策定中である32。 

同社は、2011 年３月の東日本大震災で、本社や重機等を失う等、大きな被害を受け

た。途方に暮れながらも、「１日でも早く、この街を元通りにしたい」という想いの下、

災害本部に出向く等自ら進んでできることを探し、２年間ほど、地震後の大津波で周囲

一面に覆われたがれきの撤去作業を担当した。 

がれきの撤去がいち段落した後、防潮堤の建設等の災害復旧工事を手掛けながら、本

業の一つである道路の舗装事業の立て直しに想いを巡らせた。しかし、がれき処理には

特別な技能は必要ないが、道路舗装等では１級土木施工管理技士等の有資格者が必要

であり、人手不足が本業の立て直しにおける大きな障壁となった。思案に暮れる中、友

人の誘いを受け、気仙沼市や気仙沼商工会議所が経営人材育成を目的に立ち上げた「人

材育成道場 経営未来塾（現・気仙沼経営人材育成塾、以下「経営未来塾」という。）」

に参加した。菅原社長からは「経営未来塾は人生を変えた」との言葉をいただいたが、

この参加が、その後の事業展開での大きなヒントを得るきっかけになり、同社にとって

の“一大転機”となっている。  

人手不足対策として、以前から気仙沼市がインドネシアとの交流に力を入れてきた

ことに注目し33、かつ菅原社長自身がインドネシアに対してマーケットとしての魅力も

感じていたことから、経営未来塾で知り合ったＪＥＴＲＯ（日本貿易振興機構）担当者

からの紹介でインドネシアの送出し機関に相談し、2014 年に初めて、インドネシア人

技能実習生３名を招聘した。 

当初は言葉が通じない等の苦労はあったものの、社員が技能実習生に丁寧かつ地道

に設備や道具等の使い方を教えることで、技能実習生にとっては技能の習得に成果が

あったと実感しているという。このことが、同社が多様性受容への一歩を踏み出した転

機になった。その後、毎年３名ずつ、インドネシアからの技能実習生を受け入れる中で、

先輩が後輩を指導する態勢も整った。こうした地道な努力の積み重ねにより、相互のコ

ミュニケーションが深まり、地元でのインドネシアとの交流の輪を広げることに貢献

できたと自負している。 

また、技能実習生の受入れ当初から、菅原社長は、「単なる人手不足対策ではなく、

技能実習生の今後のキャリアや自社の将来に向けた成長にも活きるものにしたい」と

いう想いを抱いており、インドネシア人技能実習生が地域社会に溶け込み、地域住民か

らも受け入れられるよう、最大限の配慮をしてきた34。技能実習生の多くはイスラム教

 
31 ホームページの更新作業では、気仙沼ビジネスサポートセンター（けせんぬまビズ）に相談し、センター長から紹
介された知人を副業・兼業人材として採用している。 
32 併せて、現在掲げているビジョン（人々が快適で安心して暮らせる環境づくりに勤しみ、地域産業の基盤を支え、
気仙沼から技術を世界に発信する。地域社会とともに成長を続ける。そんな企業であり続ける事を目指します）、ミッ
ション（「道路のインフラの維持保存に務め、地域の産業を支えます」、「建設業のプロとしての自覚を持ち、長年培っ
た経験、知識、技術をお客様に還元します」、「品質にこだわり、「ものづくり」の視点で最良の製品を世に残し、社会
に貢献します」）も見直している。 
33 漁業や水産加工業等を中心に、インドネシア人技能実習生を 300 人以上受け入れてきている。 
34 当時、技能実習生を巡っては逃亡等の事件があって印象が良くない上、ＩＳ（イスラム国）に関する報道等もあっ
て、イスラム教徒に対する抵抗感があった。いざ受け入れてみると、彼らが日本に馴染もうと努力する姿を見て、抵
抗感は一切なくなったという。また当初、ゴミ出しのやり方をはじめとして周辺住民から苦情を受け、宿舎の周辺で嫌
がらせを受けたこともあった。テロへの警戒で警察のヒアリングを何度も受けたが、逆に警察との関係が密になり、
宿舎の警備をしてもらうことで嫌がらせがなくなったともいう。現在では、技能実習生が地域清掃活動等の地域活動
に積極的に参加することで感謝されることがあり、地元住民の理解も深まっている。 
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徒（ムスリム）であるた

め、2019 年に、礼拝堂

（ムショラ）を設置す

るとともに、個人出資

で別会社を立ち上げ、

ムスリム食を提供する

レストラン「ワルンマ

ハール」を開業35した

（図表 15）。こうした

取組みは、地元住民に

対する食を通じた文化

交流につながり、彼ら

の生活習慣を知っても

らうためのきっかけに

もなった。なお、このレ

ストランの取組みは、

2020 年 10 月の（公財）

日本デザイン振興会が

主催する「2020 年度Ｇ

ＯＯＤ ＤＥＳＩＧＮ

賞（地域コミュニティ

づくり）36」の受賞につ

ながっている。 

こうした被災地での

課題解決に向けた数々の取組みが高く評価され、2021 年２月、復興庁が主催する「『新

しい東北』復興ビジネスコンテスト 2020」優秀賞37を、2021 年 10 月には国土交通省が

主催する「第４回ＪＡＰＡＮコンストラクション国際賞（中堅・中小建設企業部門）38」

で国土交通大臣賞を受賞した。さらに 2025 年６月には、（一財）外国人材共生支援全

国協会から「第１回ＮＡＧＯＭｉ大賞 最優秀賞・全国知事会賞39」を受賞する（図表

16）等、輝かしい功績を挙げている。 

採用面では、大手人材エージェントを利用せず、「地元にアプローチする」方針に転

換した。「地元の子ども」が鍵を握るため、地元の若者に自社の魅力を知ってもらうこ

とにも奔走し、2016 年から、「地域教育事業」（気仙沼商工会議所青年部）として、

特に中学生を対象にした出前授業40を開始して気仙沼で働く意義・やりがい等を伝える

 
35 開業にあたっては、地元で評判の高かった都内在住の方に副業・兼業で関わっていただいたという。 
36 https://www.g-mark.org/gallery/companies/f1fad44e-89f1-4c57-854a-c9221e208391 を参照 
37 https://www.newtohoku.org/bcontest/result.html を参照 
38 国土交通省ホームページ（https://www.mlit.go.jp/JCIA/award/4/companies/）を参照 
39 https://nagomi-asia.or.jp/campaign/2024_nagomi_award/を参照 
40 小・中・高校生向けアンケートで、「建設業に興味がありますか」の回答割合は、2016 年の時点で、小学生で
40％、中学生で 20％、高校生で１％であった。それを受けて、特に中学生にターゲットを絞り込んで出前出張等に積
極的に取り組んだ結果、中学生における関心度を 84％にまで上げることができた。また、地元の小・中学校の教員

（図表 15）インドネシアとの交流の輪を広げる取組み 

 
（出所）同社提供資料 

（図表 16）「第１回ＮＡＧＯＭｉ大賞」の受賞 

 
（出所）同社提供資料 
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とともに、職場体

験も積極的に受

け入れてきた。

2020 年には「菅

原工業人事部人

材育成事業」を立

ち上げ、気仙沼市

に関心のある大

学３年生を対象

に、インターンシ

ップを受け入れて定期的に親睦会を開催する等、将来を担う人材の発掘にも努めた。そ

の結果、新卒採用で大きな成果を上げることができたという41。この成果を踏まえ、2023

年には、地元企業と共同出資して「合同会社気仙沼の人事部」を立ち上げた。地元の小・

中・高校生等と地元企業がさまざまなイベントで交流し、インターンシップを積極的に

受け入れる等（図表 17）、地元企業に就職するきっかけづくりに取り組んでいる。ま

た、新卒採用では、若手のキャリア育成のための仕組みづくりをはじめとする企業側の

受入れ態勢の構築が必要であることから、気仙沼商工会議所とともに、地元企業の経営

者の意識改革を進める取組みにも着手している。 

人材育成面では、メンターの教育を受けた人事部の女性社員１名を中心に社内勉強

会を開催しており、今後、中堅社員（５、６名）をメンターとして育成し、メンター制

度の導入を目指している。また、菅原社長は、「（特に若手社員に対して）価値観を押

し付けてはいけない」という信念を持ち、「社員のやりたいこと」と「仕事としてやる

べきこと」とを調和させていくためには社員の本音を聞き出すことが重要であると言

い切る。今までは社長自らが全社員と面談をしていたが本音を拾い切れていなかった

ため、“話しやすい”環境づくりに向けて、総務部部長に女性社員を配置するとともに、

社員の本音を聞き出す役割をメンターに期待したいという。 

2025 年７月末現

在、社員は 45名で、

うち外国人６名、

女性６名である。

新卒社員を継続的

に採用できている

ことから、平均年

齢は 40歳弱に下が

っている。菅原社

 
も地元の企業について知らないケースが多いため、同社がアプローチすることで、お互いにとって職場体験の幅が
広がったことはメリットであったという。 
41 2016 年から取り組んでいる「地域教育事業」が奏功し、同事業を通じて同社を知った中学生が大学生となり、本人
だけではなく口コミでその友人等にも広がったことで、毎年 10 数名の新卒エントリーが確保できているという。現在、
毎年２名ほどを採用している。最終面接では、「何のために働きますか」と問いかけ、入社した新卒者には「仕事とし
てやるべきこと」と「自分がやりたいこと」を自らの力で近づけることを期待しているという。 

（図表 17）合同会社気仙沼の人事部での地域教育活動 

 
（出所）同社提供資料 

（図表 18）「本音が言い合える」職場づくりへの挑戦 

 
（出所）同社提供資料 
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長は、「年配社員と若手社員」、「日本人社員と外国人社員」、「男性社員と女性社員」

のそれぞれの価値観の違いに対する理解を深めつつ、新しい価値観の受容は自身を成

長させるという意識を持ち、企業文化や社風で“変えるべきところ”と“変えられない

ところ”をはっきりさせながら、職場環境の改善に日々邁進していきたいと意気込む

（図表 18）。 

② ＪＩＣＡ支援事業を活用した海外事業展開への挑戦 

  （イ）東北復興で培ったアスファルト再生技術を活かした循環型舗装技術 

同社がインドネ

シアで展開してい

る循環型舗装技術

は、主にアスファル

ト再生技術、それを

活用した舗装・施工

管理技術、舗装マネ

ジメントシステム

を活用した維持管

理技術で構成され

る（図表 19）。特に、

舗装・施工管理技術

では、社員１名で２

役・３役を担える技術者を有し、培った現場経験に基づいて工期を短くできること

等から、気仙沼市の公共事業では８割超の高い受注率を実現している。飛島建設社

長賞を受賞する等、品質、安全管理面でのクライアントからの信頼も厚い。こうし

た高い技術力により、舗装コストの 10～20％の削減、段差のない道路建設・整備、

維持管理コスト 14％以上の削減等を実現している。 

アスファルト再生技術の工法を開発する段階では、日本とインドネシアでは、原

料となる廃棄アスファルトに違いがあることに気づいた。具体的には、インドネシ

アは年中気温が高く、日本よりも硬めのアスファルトを使用している。そのため、

インドネシアでの事業展開では、日本のリサイクルアスファルトの配合率をそのま

ま適用することができず、配合率を見直すことから取り組んだ。また、コスト、品

質、人材、施工場所、工期等の総合的な観点から、インドネシアでは、プラント再生

工法42が最適であると判断して事業展開を進めている。 
 

  （ロ）ＪＩＣＡ支援事業が“縁”を再び繋いで開発につながった植物由来の再生添加

剤「ＳＷ－２」 

舗装に使用する再生アスファルト混合物の劣化を抑制するために使用する再生添

加剤は、日本からインドネシアに輸出すると高価なため、代替するものとして、現

地で植物由来の再生添加剤「ＳＷ－１」を開発した。日本で使われている一般的な

 
42 道路施工現場で発生したアスファルト廃棄物をクラッシングプラントで収集・破砕して再生骨材を製造し、アスファ
ルト再生プラントで加熱・混合し、再生アスファルト合材を製造する方法 

（図表 19）循環型舗装技術の概要 

 
（出所）業務完了報告書 11 頁 
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再生添加剤は石油由来のため、環境に配慮したものにもなっている。③で紹介する

ＪＩＣＡ支援事業で実施した現地でのセミナーへ社長が大学時代の恩師に登壇して

もらったことがきっかけで、恩師からアドバイスを受けることができたことから、

まさにＪＩＣＡ支援事業がつないだ“縁”が生んだ賜物といえよう。 

現在、日本で使用できるように改良を加えた「ＳＷ－２」を特許申請中である。

今後、“インドネシア産”として日本に逆輸入することで販路拡大を図っていきた

いという。2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、各地方自治体が実施する

公共の道路整備の中で「ＳＷ－２」の使用を広げていき、この取組みがＣＯ２排出量

の削減に貢献していることを可視化しながら、地方自治体への意識付けを図ってい

きたいと意気込む。なお、「ＳＷ－２」については、2025 年８月末の「第６回 地

域×Ｔｅｃｈ東北43」（仙台国際センター）、同年 10 月末の「第４回 地域×Ｔｅｃ

ｈ関西44」（京都市勧業館みやこめっせ）のＧＸブースに出展する等、自治体関係者

にＰＲしたいと大いに意気込む。 

  （ハ） ＪＩＣＡ支援事業の活用によるインドネシアでの事業展開の加速化へ 

日本における道路の舗装工事では、古いアスファルトをはがしてリサイクルに回

し、新たなアスファルトを敷く作業を行う。しかし、インドネシアでは、劣化した

古いアスファルトの上に新たなアスファルトを敷くため、道路がかさ高となり段差

が生まれるという問題が生じていた。 

こうした問題の解消を含め、インドネシアでは道路舗装の分野で改善、高度化で

きる余地が大きい中、菅原社長は、同社で技術を学んで帰国する技能実習生が増え

てきたこともあり、「彼らの将来のためにできることはないか」と考えた。経営未

来塾で知り合った講師等からの“後押し”となる一言も受けて、インドネシアでの

事業化を決断するに至った。技能実習生に活躍の場を提供して現地でのビジネス展

開につなげるという、まさに自社にとっても技能実習生にとっても“Ｗｉｎ-Ｗｉｎ”

の関係である。経営未来塾で知り合った有限責任監査法人トーマツの経営コンサル

タントやＪＥＴＲＯ、ＪＩＣＡ等の協力を得て、2015 年、インドネシアに、現地企

業との合弁で、再生アスファルトの製造と道路舗装事業を行う現地法人

（PT.SUGAWARA KOGYO INDONESIA）を設立した。 

インドネシアには、もともとアスファルトをリサイクルするという考え方がなく、

リサイクルアスファルトでは敷設コストも割高になるため、当初、理解を得るまで

に大変苦労した。また、現地の政府系機関等にアプローチをしてもたらい回しに遭

う等、苦労も絶えなかった。そこで、有限責任監査法人トーマツのアドバイスを受

けて、現地での事業基盤を固めて加速化していくことを目的に、ＪＩＣＡ支援事業

（案件化調査）に応募・採択され、2017 年４月から 18 年６月の契約期間で調査を実

施した。調査期間中、リサイクル骨材45を製造する１基目のアスファルト再生プラン

ト（西ジャワ州カラワン）を建設した（図表 20①）。なお、案件化調査では、再生

アスファルトの使用がそもそも許可されていないという法制度面の課題があったが、

 
43 https://localtech.jp/tohoku/を参照 
44 https://localtech.jp/kyoto/を参照 
45 はがしたアスファルトを破砕して粒度を調整したもの 



 

19 

信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

産業企業情報（2025. 9. 1） 

2019年９月に国家規格の認証を受けたことで解消している。こうしたことから、2022

年 10 月には、２基目のアスファルト再生プラント（西ジャワ州マジャレンカ）を建

設し、現地での道路整備事業の本格稼働に向けて着々と前進している。 

案件化調査では、開発途上国支援で知名度の高いＪＩＣＡの“後ろ盾”で、公共

事業・国民住宅省道路総局等の現地政府の道路関係者とのアポイントが円滑に進む

とともに、同社の製品技術の有効度がわかるデモンストレーションをはじめ各種セ

ミナー等46も開催することができた（図表 20②～④）。また、ＪＩＣＡインドネシア

事務所の専門家から、ライトパーソンとのアポイント調整にあたって根回しをして

もらえた等、全面的なアドバイスや支援を受けることもできた。そのほか、案件化

調査全体を通して、インドネシアでの商慣習を含めたリスクマネジメント等を学ぶ

機会ともなり、今後の本格的な事業化に向けた大きな一歩を踏み出すきっかけにな

ったという。 

案件化調査で明らかとなった法制度面と技術面の課題解消に向けて、2023 年３月

には、普及・実証・ビジネス化事業に応募し、これも採択された。採択後２年かけて

契約交渉を進め、2025 年度中には開始する見込みである。同事業では、特にライフ

サイクルコスト、すなわち現地政府の道路関係者にいまだに根付いている「高コス

トなリサイクル事業」という認識を変えるだけの大きなインパクトを与え、ＪＩＣ

Ａ等との協力を深めながら、循環型舗装技術のインドネシア全土への普及の足がか

 
46 インドネシア政府の道路関係者を日本に招聘して意見交換をしたり、技術説明セミナーを開催したりする等、現地
でのリサイクルアスファルトへの理解を深めることができた。 

（図表 20）ＪＩＣＡ支援事業での活動 

 
（備考）同社提供 
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りにしたいという。 

インドネシアでは第１号として競合のない“ブルーオーシャン”で事業のスター

トを切れたことから、「脱炭素」のグローバルな潮流の中で現地でも環境配慮の意

識が高まっていることを“追い風”に、日系企業からの受注等で実績を積み上げ、

現地の公共事業の受託へとつなげていきたいという。また、将来的に、売上高の半

分以上をインドネシアの事業から確保したいと意気込む。 

菅原社長は、同社での一連の取組みを通じて、日本がインドネシアから選ばれる

国になり、その中で気仙沼市が日本で一番インドネシアと交流のある街になること

を目指したいと大いに意気込む。 

（３）大浦工測株式会社（東京都北区） 

① 企業の概要 

 同社は、建築分野に特化した測量専門会社である。1962 年５月に創業し、首都圏を

中心に事業活動をしている（図表 21）。池袋のサンシャイン 60、横浜みなとみらい 21

地区、東京スカイツリー、麻布台ヒルズ等の超高層建造物の建築測量を手掛ける等、半

世紀以上にわたり、多くの実績を積み上げてきた。 

 『正しく測る』を押し出したビジョン、経営理念の下、３つの経営方針、５つの行動

指針のほか、人事理念を掲げている。 

 

＜ビジョン＞ 

『正しく測る』を強みとした建設・製造分野でのイノベーションを提供します。 

＜経営理念＞ 

当社に関わる全ての人に感謝し『正しく測る』ことを通じて社会の安全と喜び、産業の発展に貢献し

ます。 

（図表 21）企業の概要 

 
 

（備考１）写真は、左上→右上→左下→右下の順番に、代表取締役 大浦章様、海外戦略部部長 小嶋伸一様、

産業プラント営業部部長代理 佐藤良様、海外戦略部 DO THANH TUNG（ド・タン・トウン）様 

（備考２）同社ホームページ等をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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[経営方針] 

01 従業員とその家族が安心して幸せに過ごせる会社と成るべく、安全と健康を最優先とします。 

02 我々は顧客に対し、正確な技術の提供と新しいサービスの提案を行い、顧客満足度の向上を図りま

す。 

03 継続的な人材育成と透明性のある評価制度により、従業員満足度の向上を図ります。 

[行動指針] 

01 安全第一、02 健康一番、03 同心協力、04 技術研鑽、05 顧客満足 

[人事理念] 

私たちは、お客様に満足して頂ける技術者を養成し、『測る』プロ集団を目指します。そのために、

健康と人の和、安全や社会のルールの遵守を大切にした前向きで自立した個人の形成を図ります。ま

た、向上しようとする人へのチャンスは公平に提供し、その結果貢献してくれた人には必ず報います。 

 （備考）同社ホームページから引用 

 

1996 年６月に、社名を（株）大浦測量から現在の社名に変更するとともに、ロゴマ

ークも更新した。ロゴマークは、測量機器の形状をイメージしたもので、測量機器を覗

いた時に見える十字線のイメージも加え、色合いは取引先であるゼネコン各社のコー

ポレートカラーを参考にしている。長年培ってきた独自性の高い測量技術を“強み”に、

協力会社としてゼネコン各社の事業を力強く下支えしたいという想いが込められてい

る。 

高度成長期には、高層ビルの構造が鉄筋コンクリート造から鉄骨造に変わり、職人の

勘に頼っていた製図や管理（図面の保管・運用）の方法がミリ単位の誤差も許されない

精緻なやり方に変化したが、こうした時代の流れに先導的に対応することで、同社の測

量技術は洗練されてきた。 

大浦社長は、30 歳で建設省（現・国土交通省）から同社に入社し、父で元取締役会

長であった大浦達司氏を引き継いだ２代目である。当時はバブル崩壊直後であり、その

後も 2000 年初頭のＩＴバブル崩壊、2008 年のリーマンショック等の影響を受け、業況

が安定しない苦しい時期を経験した。2011 年の東日本大震災をきっかけに建設業者が

エッセンシャルワーカーとして脚光を浴びるようになり、2013 年に決定した東京五輪

開催（2020 年）による特需も“追い風”になる中、大浦社長は、“第二創業”をイメ

ージし、「既存の経営資源をベースに、何か新しい事業を起こせないか」と思案した。

当時、３次元測量技術が注目を浴びつつあり、建設省での経験から、建造物の維持管理

へのニーズの高まりや今後のマーケット拡大も予感していたため、「寸法がわからない

モノ（建造物）を計測してみよう」と考えるに至り、「３次元計測」を思いついた。ま

さに、業容拡大への転機につながる、時流に応じた“ひらめき”であり、ＪＩＣＡ支援

事業をきっかけとしたベトナムでの事業展開につながった。 

事業エリアについては、2012 年の大阪営業所（大阪市）の開設を皮切りに、2016 年

には九州支店（福岡市）も開設し、2020 年には大阪営業所を関西支社に昇格する等、

全国に拡大してきた。大浦社長が精力的に全国の工業高校を訪問して自社をＰＲして

きたことで、社員に地方出身者が増えてきたため、将来、Ｕ・Ｉターンをしても自社で

働き続けたいという社員に応えるための「“受け皿”づくり」を目指した面があり、結
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果として、地方圏での請負事業を増やすこともできた。この社員目線での全国展開は、

採用難といわれる中で同社の人材確保策として有効に働くとともに、地方圏での仕事

づくり・雇用創出にもつながることから、まさに「地方創生」の取組みそのものといえ

るのではないだろうか。 

ＳＤＧｓ経営にも積極的に取り組み、2024 年１月、東京都北区からＳＤＧｓ推進企

業として認証を受けた47。大浦社長は「社員の知識不足による健康被害をなくしたい」

という熱い想いの下、特に健康経営に力を入れている。大浦社長自ら、月２回程度、健

康に関する情報を社内報にて配信し、健康診断結果を賞与に反映する等の斬新な取組

みを行っている。また、社内で培ってきた測量サービス技能をマニュアル化し、社員向

けに施工マニュアル講習会を開催する等、社内での技能の承継・普及にも取り組んでい

る。ベトナムでの事業展開は、付加価値の高い建築測量技術を開発途上国に啓蒙・普及

するという観点から、まさにＳＤＧｓ活動そのものになっている。そのほか、都内の工

科高校で測量技術講習会を実施する等、地域貢献活動にも積極的に取り組んでいる。 

② ＪＩＣＡ支援事業を活用した海外事業展開への挑戦 

 （イ）高度な測量技術に裏付けられた３次元レーザースキャナ―技術を活かしたＢＩＭ手法 

「ＢＩＭ（Building Information Modeling）」は、一言で表すと「建造物のあらゆ

るデータを３次元形状に紐付けたもの」であり、仮想空間上にあらかじめ入手した情

報だけで施工シミュレートすることにより３次元測量データを３次元形状で表現でき

る手法である。設計・施工上のミスをあらかじめ回避し、発注者との決め事を迅速に

できる等、手戻りを含む非効率をなくすことで現場の生産性向上が期待できる。 

既存物件の計測では、設計通りに施工されていなかったり、リニューアル工事を経

て当時と形状が違ったりする場合が多く、建造物そのものを測り直すしか術がない。

コストと時間がかかり過ぎることからＢＩＭ手法

の活用が進まず、ＢＩＭ手法を活用できる分野は

新築物件に限られてきた。そうしたなか、同社は、

15 年ほど前から既存物件のリニューアル工事の

増加を見越して、毎秒数百万点の空間情報を計測

する３次元レーザースキャナ―（図表 22）を日本

の建築業界として初めて保有・導入した。多くの

プロジェクトに参画する中で48、寸法情報のない既

存建造物やプラント設備の配管等の図面化、３次

元ＣＡＤ化（３次元技術によるコンピューター上

での製図）に取り組むことで実績を積み上げなが

ら（図表 23）、ＢＩＭ手法の活用上の課題に向き

合ってきた。 

同業他社と差別化した、独自性の高いＢＩＭ手法を確立できた要因として、大浦社

長は「培ってきた建築測量技術があったからこそ」と言い切る。言い換えれば、同じ

 
47 東京都北区ホームページ（https://www.city.kita.lg.jp/business/business-support/1018331/1018746.html）を参照 
48 例えば、2012 年には、映画「Ａｌｗａｙｓ 三丁目の夕日‘64」に同社の３次元計測技術が使われている。
（https://www.oura.co.jp/information/282/） 

（図表 22）３次元レーザースキャナ― 

 
（備考）同社提供資料 
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装置や機器等を導入しただけでは模倣できないということであり、独自性の高い“尖

った”技術といえよう。展示会では製造業からの引き合いの強さを感じているため、

産業プラント営業部が中心となり、製造業を主なターゲットにプラントや工場の測量

を請け負うことも増えている。製造業ではプラントや工場の全体像を図面化していな

いことが多いため、お互いにプラントや工場の製図・管理の重要性に気づかされる等、

“Ｗｉｎ－Ｗｉｎ”の関係性になっているという。なお、大規模なプラントの測量に

は、現地調査だけで１か月以上を要することがあるが49、同社は技術者を中心に 300 名

もの社員を抱えることから、「高度な機材×高い建築測量技術×マンパワー」の掛け

合わせで、年間 100 件以上の案件に応じることができている。こうした国内での高い

技術力と実績が認められ、2025 年５月、英国の測量大手 Plowman Craven 社からの打

診を受け、３次元計測とＢＩＭソリューションの分野で、アジアで初めての戦略的業

務提携を行う覚書を締結している50。 

 （ロ） ＪＩＣＡ支援事業を活用したベトナムでの事業展開への挑戦 

大手ゼネコン各社が海外での受注割合を増やす動きを見せ始め、国外に主要プラン

トを持つ日系企業からの３次元計測の要望が増えつつある中、大浦社長は、海外需要

の取込みを図る必要性を感じた。しかし、建築業界は採用難に直面しており、今まで

採用に困らなかった同社であっても海外事業展開のための新たな人材確保は困難であ

った。そこで、（株）きらぼし銀行（東京都港区）の担当者に相談したところ、（株）

きらぼしコンサルティング（同）を紹介され、2020 年から支援を受け、本格的に海外

事業展開の検討を開始した。その中で、ＪＩＣＡ支援事業への応募を提案され、コン

サルタントから、申請書のアドバイスをはじめ現地の政府関係者等との橋渡し等、全

面的なサポートを受けながら、2022 年 10 月から 2023 年７月までの契約期間で採択に

 
49 一般的な公共・民間の施設等の場合、現場調査は１日から数日程度で終わることが多い。 
50 同社ホームページ（https://www.oura.co.jp/information/2189/）を参照 

（図表 23）３次元モデリング・ＢＩＭ支援の例 

（出所）同社提供資料 
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至ることができた。 

（株）きらぼしコンサルティングのベトナム人コンサルタントから話題提供を受け

る中で、ベトナムでのビジネス展開の可能性を感じることができたため、調査対象国

としてベトナムを選定した。ターゲット市場の検討では、国内事業で得意としていた

「築年数を経たインフラ構造物」や「産業プラントのなかで維持管理や改修設計を施

した結果、寸法情報が失われている対象物」のほか、「歴史的文化財においては消失

や損壊に備え復元データを必要とする対象物」も加えた。 

基礎調査を実施するタイミングに合わせて、「技術・人文知識・国際業務（技・人・

国）」ビザを持つ高度外国人材の採用も検討し、2020 年 10 月に、紹介を受けた人材紹

介会社を通じて、「３次元計測に挑戦してみたい」という高い志を持つベトナム人社

員１名（DO THANH TUNG（ド・タン・トウン）氏）を初めて採用した。現在、エンジニ

アとして、ベトナム人３名、ミャンマー人１名の合計４名の外国人社員を採用してお

り、今後、採用を増やしたい外国人社員の“先輩役”としての活躍が期待されている。 

ＪＩＣＡ支援事業に取り組んだことにより、ＪＩＣＡベトナム事務所からの紹介状

で、特に政府関係者とのアポイント調整を迅速かつスムーズに進められ、ＪＩＣＡの

“後ろ盾”により短期間で集中的な調査を実施することができたことは大きな成果で

あった（図表 24）。また、ＪＩＣＡ支援事業を通じて、ベトナムでは、2023 年３月以

降、建築物の維持管理にＢＩＭ手法が活用される動きが出始めていることが分かり、

民間案件であれば、日本から３次元計測機器を持ち込んで事業を行うことができる可

能性が高まった。大手ゼネコン各社からは、現地での入札等にあたり、“尖った”技

術を持つ同社との協力による提案は、“日本ならでは”の色を出せて差別化につなが

る等と好評を得ており、自社の技術への期待の高さも確信することができた。 

（図表 24）ＪＩＣＡ支援事業での活動 

 
（備考１）①～③は 2022 年 11 月、④は 2023 年２月、⑤、⑥は 2023 年３月に実施 

（備考２）同社提供 
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ＪＩＣＡ支援事業が大きなきっかけとなり、2025 年３月に、海外戦略部の小嶋部長

を駐在員として、ホーチミン駐在員事務所を開設した。同年７月には、ホーチミン日

本商工会議所に加入する等、「協力会社として、日系建設業者の海外事業展開を下支

えする“応援団”になりたい」と意気込む。また、ＪＩＣＡ支援事業では、新技術で

ある３次元計測に関する単価基準が確立していない等の課題が明らかになったが、ホ

ーチミン市建設局からは同社の３次元計測の技術力が高く評価され、公共事業への予

算付けの見通しも立ちつつある。歴史的・文化的建造物の保存に関する新たな規制51も

“追い風”となっており、引き続きＪＩＣＡベトナム事務所と接点を持ちながら、現

地の研究機関52や大学等と連携して実証実験をさらに進める等、ホーチミン駐在員事務

所の活動の幅を広げながら、公共案件への参入の検討を図っていきたいという。 

大学との連携では、2025 年２月、ホーチミン市経済大学において、３次元計測やＢ

ＩＭ手法の概念等を題材に寄付講座を開講した53。学生に３次元計測やＢＩＭ手法を知

ってもらうことで、まずは建設業への就職に興味を持ってもらい、ひいては日本、さ

らには同社での就業に挑む学生を増やしていきたいという。今後、ホーチミン市経済

大学との関係をさらに他大学にも広げ、同社にとっても外国人社員の採用のきっかけ

につなげられるよう、継続的に寄付講座を開講していきたいと意気込む。 

さらに、現地では、日系企業を中心にプラントや工場の大規模な修繕工事が見込ま

れていることから、日系企業に対しても３次元計測技術をＰＲし、存在感を高めてい

きたいともいう。 

ＪＩＣＡ支援事業は、同社にとって、今後の成長に向けた大きな一歩となった。当

面、まずはベトナムでの事業展開を加速する方針であるが、将来、ＡＳＥＡＮ諸国へ

の拡大を見据えているという。また、今後、外国人社員を増やしていく中で、外国人

社員が帰国しても自社で働き続けられるように「働く場づくり」の創出にも取り組み、

同社の高い技術力を、外国人社員を通じて海外の社会課題解決につなげられるような

“好循環”を生み出していきたいと意気込む。 

 

おわりに 

３社の事例を総括すると、本業での技術的な強みが“エンジン（原動力）”となり、経

営陣による「地元への愛」や「社員への愛」が、サステナビリティ経営の実現に向けて加

速する“アクセル”になっているといえそうである。 

大浦工測（株）は、コアとなる技術的な“強み”を基礎に、今ある経営資源で時流に合

わせた新規事業を展開しながら、「ヒト」を軸とした経営にも徹しており、これが 50 年以

上の業歴を重ねられたキーポイントといえよう。また、（株）イーシーセンターの海野常

務取締役は事業展開においてネットワークを非常に大切にしており、（株）菅原工業の菅

原社長からは「地元を知っている自分たちが率先してやらなければいけない」という言葉

をいただいた。こうした「ヒトとヒトとをつなげて社会課題の解決に導いていこう」とい

 
51 政令 208/2025/ND-CP（歴史的・文化的建造物の建設、改築、改修への投資プロジェクトに関する権限、順序、手
順、記録等を規定）が 2025 年９月１日から施行される。 
52 2023 年 11 月、ホーチミン市建築研究センターと協力覚書を締結している（https://www.oura.co.jp/information/2002/）。 
53 同社ホームページ（https://www.oura.co.jp/information/2162/）を参照 
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う経営姿勢も、サステナビリティ経営の実践に向けた鍵を握るといえ、事業の持続性・継

続性に悩む中小企業にとって、大いに参考となるだろう。 

信用金庫を含む地域金融機関には、“地域愛”に溢れ、地域を盛り立てようとする熱意

も意欲も高い中小企業に対して、資金面での支援にとどまらず、パートナーとして一緒に

なって地域課題に向き合う姿勢が期待されているといえよう。また、新規事業での社会課

題への挑戦に対しては、中・長期的な視点に立ち、「雨が降ったら傘を差し出す」といっ

た姿勢での伴走支援も期待されているといえるのではないだろうか。 

 最後に、本稿作成に際して、株式会社イーシーセンター常務取締役・富士ステーション

工場長 海野智也様、株式会社菅原工業 代表取締役 菅原渉様、大浦工測株式会社 代表取

締役 大浦章様、海外戦略部部長 小嶋伸一様、産業プラント営業部部長代理 佐藤良様、海

外戦略部 DO THANH TUNG（ド・タン・トウン）様に取材をさせていただいた。貴重なお時

間を頂戴したことに、この場をお借りしてお礼申し上げたい。 

                                    以 上 
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